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スケジュール 

 
 
【第１日目（全体会）】 2023年12月15日（金） 13：00～17：00 
 テーマ：「ともに考えよう！ これからの地域の健康」 
 
 ＜スケジュール＞ 
  12：30～    受付開始・接続テスト 
  13：00～13：15 開会・あいさつ 
  13：15～13：35 基調提起 
                  自治労本部 衛生医療評議会事務局長 平 山 春 樹 
  13：35～14：40 講演Ⅰ「保健所や地方衛生研究所に求められる役割について」 
                      川崎市健康安全研究所 所長 岡 部 信 彦さん 

― 質 疑・休 憩 ― 

  14：50～15：50 講演Ⅱ「これからの地域の健康について」 
                      医療法人社団悠翔会 理事長 佐々木   淳さん 
  15：50～16：20 現場報告 
                    大阪府本部 大阪市職員労働組合 市 川 一 夫さん 
  16：20～16：50 国会レポート 
                    自治労協力国会議員 参議院議員 岸   真紀子さん 
  16：50～17：00 まとめ・閉会 
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【第２日目（分科会）】 2023年12月16日（土） ９：30～13：00 
◆第１分科会 地域保健分科会「これからどうする？ 保健師の地域活動」 
  ９：30～９：35 開会・あいさつ 
  ９：35～10：45 講演「保健師の役割の再考 地域保健対策の推進と保健師マネジメント力」 
                  武蔵野大学 看護学部 学部長 教授 中 板 育 美さん 
  10：45～11：30 現場報告 
                    岩手県本部 北上市職員労働組合 菅 原 奈保子さん 

― 休 憩 ― 

  11：45～12：45 グループワーク 
  12：45～12：55 グループワーク報告 
  12：55～13：00 まとめ・閉会 
 
◆第２分科会 精神保健分科会「身体的拘束の現状から精神医療現場の課題を考える」 
  ９：30～９：35 開会・あいさつ 
  ９：35～10：45 講演「身体拘束の現状から考えられること  
             ～課題を捉え、我々は何をすべきか？」 
              杏林大学 保健学部 リハビリテーション学科 作業療法学専攻 
                                 教授 長谷川 利 夫さん 
  10：45～11：15 現場報告 
                     大阪府本部 中宮病院労働組合 加 藤 武 司さん 

― 休 憩 ― 

  11：30～12：30 グループワーク 
  12：30～12：50 グループワーク報告 
  12：50～13：00 まとめ・閉会 
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◆第３分科会 保健所・地方衛生研究所分科会「どうなる？ これからの保健所の役割」 
  ９：30～９：35 開会・あいさつ 
  ９：35～10：45 講演「これからどうなる？ 保健所の役割」 
                     島根県健康福祉部 医療統括監 谷 口 栄 作さん 
  10：45～11：15 「現場アンケートから見えた公衆衛生職場の課題と今後の取り組み」 
                  自治労本部 衛生医療評議会事務局長 平 山 春 樹 

― 休 憩 ― 

  11：30～12：30 グループワーク 
  12：30～12：50 グループワーク報告 
  12：50～13：00 まとめ・閉会 
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オンライン参加にあたっての注意事項 

1.【重要】ミュート（マイクオフ）設定のお願い 
参加者は質疑応答などを除いて、ミュート（マイクオフ）の設定でのご参加をお願い
します。 
 
2. 参加登録名について 
 参加者確認のため、Zoomの登録名は「県本部番号・県本部・苗字」で表示して下さい。
また、県本部の前に、下記の県番号の表記をお願いします。 
 
例：29和歌山・小森 

北海道 01 北海道 

近畿 

26 滋賀 

東北 

03 青森 27 京都 
04 岩手 28 奈良 
05 宮城 29 和歌山 
06 秋田 30 大阪 
07 山形 32 兵庫 
08 福島 

中国 

33 岡山 
09 新潟 34 広島 

関東甲 

10 群馬 35 鳥取 
11 栃木 36 島根 
12 茨城 37 山口 
13 埼玉 

四国 

38 香川 
14 東京 39 徳島 
15 千葉 40 愛媛 
16 神奈川 41 高知 
17 山梨 

九州 

42 福岡 

北信 

18 長野 43 佐賀 
19 富山 44 長崎 
20 石川 45 大分 
21 福井 46 宮崎 

東海 

22 静岡 47 熊本 
23 愛知 48 鹿児島 
24 岐阜 49 沖縄 
25 三重 60 社保労連 
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3. 接続確認について 
 セミナー当日は、全体会は12時30分頃よりZoomへの入室が可能となります。入室い
ただきましたら、①画像が見えるか、②音楽が聞こえているかを確認してください。不
具合がある場合は、（当日専用連絡先）090-1611-4840までお問い合わせ下さい。 
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参加者アンケートについて 

 参加者アンケートへのご協力をお願いいたします。アンケートの入力時間を設けて
おりますので、スマートフォンやタブレットで下記のＱＲコードを読み取ってアンケ
ートページへ進んでください。 
 
12月15日 全体会 

 
 
 
12月16日 分科会 

  
 地域保健分科会       精神保健分科会 保健所・地方衛生研究所分科会 
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Ⅰ 全 体 会 

 

1. 基調提起・情勢と課題 
 

  

 

 





基調提起・情勢と課題 

 

地域保健・精神保健セミナー開催趣旨 

 新型コロナウイルス感染症は、公衆衛生や医療に携わる私たちの生活・働き方

に大きな影響を及ぼしました。私たちは感染拡大が続く中、差別や偏見、過酷な

労働環境といった多くの課題に直面しながらも、「住民のために、患者のために、

家族のために」と真摯に取り組んできました。2023 年 5 月 8 日に感染症法上の

位置付けが 5 類に変更され、保健所や地方衛生研究所におけるコロナ関連業務

は軽減されました。今後はコロナ対応における課題を改めて整理し、新たな新興

感染症の発生に対応できるよう、予防計画を基に平時から体制強化をはかって

いくことが求められています。 

 また、2024 年度から始まる「健康日本 21（第三次）」では、健康寿命の延伸

と健康格差の縮小が最重要目標とされ、市町村には目標達成にむけた対応が求

められています。一方で、現場においては長期にわたるコロナ対応により保健師

の地域活動が停滞したことで、ノウハウの継承や人材育成にも影響を及ぼして

います。慢性的な人員不足や予算削減、連携不足がこれらの問題に拍車をかけ、

地域保健が求められる役割を果たしていくには乗り越えなければならない課題

が山積しています。今だからこそ、コロナ禍の経験を踏まえ、今後、求められる

保健所の役割や保健師の地域活動のあり方について、保健所職員自らが考えて

いく必要があります。 

 医療現場においては、５類見直しにより財政支援は縮小される一方で、引き続

きのコロナ対応によりクラスターが発生するなど医療の逼迫が深刻です。さら

に、精神科病院では、長期入院や人権侵害などコロナ感染拡大以前からの問題が

解決されていません。一般科に比べて職員数が少ないことなど精神医療を取り

巻く特有の背景が一因となっているとの指摘もあります。 

 本セミナーでは、これらの課題について、地域保健・精神保健の現場が今後ど

うあるべきか、ともに考え、学び合い、これからの評議会運動につなげていきた

いと思います。 

  

Ⅰ－１
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特徴的な情勢と課題 

新型コロナウイルス感染症の状況と医療提供体制について 

 2019 年 12 月に最初の症例が確認されて以来、210 を超える国・地域で感染が

報告された新型コロナウイルス感染症の感染者はＷＨＯの集計によると、2023

年 3 月 10 日の集計では、全世界で 6億 7,657 万人を超え、死者数は 688 万人を

超えています。国内の感染者数は 2023 年 5 月 9 日時点で 3,380 万人を超え、死

者数は 74,694 人となっています。 

 2023 年 5 月 8 日から新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が 5 類に

見直され、患者数の把握方法は全数把握から定点観測になっています。5類見直

し後、夏に感染者が増加し、第 36 週（9月 4日から 9月 10 日）には、定点当た

りの感染者数は、全国で 20.19 となりました。その後、感染者は減少し、第 45

週（11 月 6 日から 11 月 12 日）には 2.01 まで減少しています。この冬の感染拡

大も予想されることから、医療現場では引き続き感染症対応が求められていま

す。本部は、感染症対応を行う医療機関に対する財政支援を関係省庁に引き続き

求めていきます。 

 

ポストコロナ医療体制充実宣言について 

 厚生労働省は 2023 年 11 月 6 日、日本医師会など医療関係 8 団体と意見交換

会を開き、次の感染症拡大に備えて、「ポストコロナ医療体制充実宣言」をまと

めています。宣言では、医療機関の厳しい経営状況が続いていた中で新型コロナ

ウイルスの感染拡大が起こり、医療従事者はこの３年間、新型コロナウイルスに

対応し、日本における死亡者数は相対的に低く抑えられてきました。一方で、著

しい感染者の増加により、感染流行初期等において医療の逼迫を招いたことか

らも、医療提供体制において新興感染症への平時からの備えが必要であること

が明らかとなったとしています。次の感染拡大への備えとして、今後の取り組み

の大きな柱は、新興感染症対応と医療 DX の推進の 2つとなっています。 

 新興感染症対応では、いわゆるサージキャパシティ（緊急時の対応能力）の確

保にむけ、改正感染症法に基づき、医療機関と都道府県が協定締結の協議を行い、

病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関となり、新興感染症対応に参画す

ることとしています。また、政府が 2023 年 11 月 2 日に決定した経済対策によ

る医療機関への支援策を確実に講じ、医療機関等は、個室病床、ゾーニング可能

な病棟、簡易陰圧装置等の整備や個人防護具等の備蓄、検査機能の維持や感染症

対応人材の確保に取り組むとしています。こうした取り組みにより、2024 年 4

月までにまとめる都道府県の予防計画・医療計画で、感染症流行初期の体制とし

て、全国で 1.9 万床の確保病床、1,500 施設の発熱外来などを確保。それ以降の

体制として、全国で 5.1 万床の確保病床、4.2 万施設の発熱外来などを確保する
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方針を盛り込んでいます。 

 医療 DX の推進については、新型コロナ対応の教訓も踏まえ、診療情報等を全

国的な規模で共有可能とする全国医療情報プラットフォームを構築するととも

に、マイナ保険証の利用を促進することで、感染症危機も含めて、全国いつ・ど

の医療機関等にかかっても、切れ目なくより質の高い医療を提供することを可

能とするとしています。電子カルテ情報共有サービス（仮称）の構築、電子処方

箋の活用・普及の推進、医療機関におけるサイバーセキュリティの確保に取り組

むとしています。看護業務についても医療 DX の推進等により効率化をはかると

しています。 

 電子処方箋の導入に関しては、医療機関や薬局の円滑な導入にむけた環境整

備が求められています。11 月 17 日に開催された「医療 DX 令和ビジョン 2030」

厚生労働省推進チームにおいて、厚生労働大臣は公的病院に対し「マイナ保険証」

の活用推進を求めています。電子処方箋は 2023 年 1 月から運用開始され、2023

年11月12日時点でオンライン資格確認を導入している約20万施設のうち9,749

施設で稼働していますが、導入率は 4.78％にとどまっています。普及が進まな

い背景には、導入時のシステム改修費用の費用負担があります。医療機関の費用

負担が生じないよう関係省庁に対して働きかけを行っていきます。 

 

感染症対応の予防計画について 

 改正感染症法の 2024 年 4 月 1 日施行にむけて、厚生労働省は 2023 年 5 月 26

日、「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」の改正告示及び、

都道府県等の感染症予防計画の数値目標を定める改正省令を公布しています。

同日付で通知された「都道府県、保健所設置市及び特別区における予防計画作成

のための手引き」では、新型コロナウイルス感染症の第 6 波と同規模の感染の

拡大が生じた際にも保健所業務の逼迫が生じないよう、保健所の体制整備の数

値目標として「保健所における流行開始から 1 カ月間において想定される業務

量に対応する人員確保数」を揚げ、保健所ごとの確保数の内訳も記載することと

しています。「IHEAT 要員の確保数」の数値目標も設定され、即応人材を確保す

るために研修受講者数を把握することになっています。 

 地方衛生研究所等の体制整備では、地域保健法の改正により調査研究、試験検

査、感染症に関連する情報収集・分析・提供、研修機能の確保が必要とされてい

ます。2023 年度地方財政計画では、感染症法の改正を踏まえて、保健所等の恒

常的な人員体制強化をはかるため、感染症対応業務に従事する保健師を約450人

増員（2,700 人から 3,150 人）し、保健所及び地方衛生研究所の職員をそれぞれ

約 150 人増やす予算措置がされています。単組は、保健衛生機関の体制整備・機

能強化、過重労働軽減のために、保健師および各専門職、事務職員の人員確保や
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自治体との連携強化に取り組む必要があります。また、本部は保健所や地方衛生

研究所の体制強化にむけ、更なる人員確保を国にも求めていきます。 

 

健康日本 21（第三次）について 

 厚生労働省は、生活習慣病やその原因となる生活習慣の改善等に関する課題

についての目標を選定し、国民が主体的に取り組める新たな国民健康づくり対

策として、2000 年度から「21 世紀における国民健康づくり運動（健康日本 21）」

を推進しています。2013 年 4 月からは、その第 2 期目として「全ての国民が共

に支え合い、健康で幸せに暮らせる社会」を掲げ、「健康日本 21（第二次）」が

開始されています。「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」「健康を支え、守るため

の社会環境の整備」など 5つの基本方針を定め、53 項目の目標を設定。2022 年

10 月には、第二次の最終評価が行われ、報告書が取りまとめられました。この

最終報告を踏まえ、栄養部会では次期健康プラン策定へ向け、検討が進められて

きました。 

 これまでの「健康日本 21」の成果として、基本的な法制度の整備や仕組みの

構築、自治体、保険者、企業、教育機関、民間団体など多様な主体による予防・

健康づくり、データヘルス・ICT の利活用、社会環境整備、ナッジやインセンテ

ィブといった、新しい要素の取り込みがありました。こうした諸活動の成果によ

って、健康寿命は着実に延伸してきました。一方で、第二次の最終評価において

下記の課題が指摘されています。 

・一部の指標、特に一次予防に関連する指標が悪化している 

・全体としては改善していても、一部の性・年齢階級別では悪化している指標が

ある 

・健康増進に関連するデータの見える化・活用が不十分である 

・PDCA サイクルの推進が国・自治体とも不十分である 

 加えて、次期計画期間では、次のような社会変化が予想されます。 

・少子化・高齢化がさらに進み、総人口・生産年齢人口が減少し、独居世帯が増

加する 

・女性の社会進出、労働移動の円滑化、仕事と育児・介護との両立や多様な働き

方の広まり、高齢者の就労拡大などを通じ社会の多様化がさらに進む 

・あらゆる分野でデジタルトランスフォーメーション（DX）が加速する 

・次なる新興感染症も見据えた新しい生活様式への対応が進む 

 そこで次期プランでは「全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能

な社会の実現」を「ビジョン」とし、そのために、①誰一人取り残さない健康づ

くりを展開（Inclusion）する ②より実効性をもつ取り組みの推進

（Implementation）を行う、としています。 
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 目標設定については、「健康日本 21（第二次）」では、実行可能性のある目標

をできるだけ少ない数で設定するとの考え方から53項目が設定されました。「健

康日本 21（第三次）」においてもこの考えを踏襲し、全体で第二次と同程度の 50

項目程度としています。「健康日本 21（第三次）」の計画期間は、関連する計画

【医療費適正化計画：6年、医療計画：6年、介護保険事業（支援）計画：3年】

と計画期間をあわせることとしています。各種取り組みの健康増進への効果を

短期間で測ることは難しく、評価を行うには一定の期間を要することなどを考

慮し、2024 年度から 2035 年度までの 12 年間としています。目標の評価につい

ては、実質的な改善効果を中間段階で確認できるよう、計画開始後６年（＝2029

年）を目途に全ての目標について中間評価を行い、そして計画開始後 10 年（＝

2033 年）を目途に最終評価を行う予定です。 

 

2024 年度診療報酬改定について 

 診療報酬は 2 年に 1 度改定が行われ、介護報酬及び障害福祉サービス等報酬

は 3 年に 1 度改定が行われます。2024 年 4 月は、医療、介護、障害福祉サービ

スについて同時に改定されるトリプル改定の年です。この機会に制度間の調整

が行われるため、重要かつ大規模な改定となります。また、2025 年は「地域医

療構想」の最終年であり、次期改定は地域医療構想も踏まえた内容となります。 

 通常の診療報酬改定のスケジュールでは、2月初旬に答申が行われ、3月初旬

に告示、4月に施行、5月に初回請求とされてきました。そのため、改定期間は

実質 2～3ヵ月と短く、電子カルテやレセコンベンダの改定作業ならびに、医療

機関・薬局等の改定作業が逼迫し、大きな負担がかかってきました。そこで、中

医協総会において、2023 年 4 月及び 8月に議論が行われ、2024 年度診療報酬改

定より、薬価改定については「4月 1日」に施行し、薬価改定以外の改定事項に

ついては、「6月 1日」に施行することになりました。 

 2024 年 4 月から医師についての時間外労働の上限規制が適用され、働き方改

革に向けた継続的な取り組みが求められる中、これまでの医師をはじめとした

医療従事者の働き方改革の取り組み（柔軟な勤務体制、デジタルツールの活用、

タスク・シフト/シェアなど）や、診療報酬上の対応を踏まえ、働き方改革の推

進に対する診療報酬の評価のあり方が議論されることになります。 

 医療 DX については、医療 DX 推進本部でまとめられた「医療 DX の推進に関す

る工程表」に沿って進められていくことが示されています。同工程表において

「全国医療情報プラットフォーム」に関し、2024 年度中の電子処方箋の普及に

努めるとともに、電子カルテ情報共有サービス（仮称）を構築し、共有する情報

を拡大するとしています。また、オンライン資格確認の今後の範囲拡大として、

介護保険、予防接種、母子保健、公費負担医療、地方単独の医療費助成などの情
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報を順次マイナンバーカードと紐付けを行っていくとともに、次の感染症危機

に対しても対応を進めるとしています。 

 「診療報酬改定 DX」については、まず 2024 年度に医療機関等の電子カルテや

レセコンの共通言語となるマスタ及びそれを活用した「電子点数表」を改善・提

供して共通コストを削減していくとしています。次に、2026 年度には、「共通算

定モジュール」を本格的に提供し、共通算定モジュール等を実装した「標準型レ

セコン」や「標準型電子カルテ」の提供により、医療機関等のシステムを抜本的

に改革し、医療機関等の間接コストを極小化するとしています。工程表によると、

わが国の情報共有基盤として、「全国医療情報プラットフォーム」の構築が進め

られ、情報の標準化・効率化のために「標準型レセコン」や「標準型電子カルテ」

を提供していくことが想定されています。 

 次期改定のポイントは、医療機関間、医療と介護（障害）の「情報連携」と、

それを効率的に進めるための「医療 DX の推進」です。また、医師の働き方改革

が始まることから、「（デジタルツールを活用した）業務効率化」と「タスク・シ

フト/シェア」も重要となります。診療報酬の次期改定を予測し、その準備を早

期に進めることが必要です。改定率に関しては、物価高騰や賃上げに見合う実質

のプラス改定となるよう省庁・国会対策を行っていきます。 

 

身体的拘束の課題について 

 これまで、身体的拘束に関する議論は、精神科病院における問題を中心として

取り上げられてきました。しかし、2024 年度診療報酬改定にむけた議論の中で、

急性期病棟や回復期リハビリテーション病棟における身体的拘束の問題が議論

されています。2023 年 11 月 15 日の中医協総会では、機能回復をめざしている

回復期リハビリテーション病棟において、機能低下につながる身体的拘束が一

定程度行われている状況が報告されました。 

 ほとんどの病棟・病室では、身体的拘束の実施率は 0～10％未満（0％を含む）

が最も多く、急性期一般入院料、地域一般入院料、地域包括ケア病棟入院料では

約 5 割となっています。一方で、身体的拘束の実施率が 50％を超える病棟・病

室も一定程度存在します。いずれの入院料においても、認知症の有無により身体

的拘束の実施割合は大きく異なっています。「認知症あり」の患者の場合、約２

～４割に身体的拘束が行われ、「認知症なし」の患者では、治療室、療養病棟入

院基本料及び障害者施設等入院基本料を算定する患者を除き、身体的拘束の実

施は１割以内となっています。 

 身体的拘束の実施理由としては、「ライン・チューブ類の自己抜去防止」又は

「転倒・転落防止」が多く、これらが約９割を占めています。小児入院医療管理

料、治療室、療養病棟では、「ライン・チューブ類の自己抜去防止」の割合が高
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くなっています。身体的拘束を実施した患者について、身体的拘束を行った日の

１日の拘束時間は、約７割が常時（24 時間連続）であり、療養病棟の患者は、

他の入院料を算定する患者に比べ、常時（24 時間）拘束している患者がやや多

い結果となっています。回復期リハビリテーション病棟の患者について、身体的

拘束を実施している患者の主傷病は、脳梗塞や心原性脳塞栓症患者が多い結果

となっています。 

以上の調査結果から、身体的拘束については定義を明確にする必要があると

の指摘があります。その上で、リハビリテーションを実施することと身体的拘束

を実施することは相反しており、看護師のケアのみでなく、薬剤の使用や環境整

備について病院全体で工夫を行っていく必要があるとの指摘があります。中医

協の議論では、身体的拘束をなくしていくべきという点で意見は一致していま

すが、「身体的拘束ゼロに積極的に取り組んでいくべき」や「転倒・骨折予防の

ためにやむを得ず身体的拘束を行うケースもある」など意見が出されています。

また診療報酬上の評価については、「身体的拘束ゼロに向けた取り組みを加算な

どで評価していく」や「身体的拘束を行った場合の入院料等の減算を行っていく

こと」など様々な手法が議論・検討されています。 

 現場においては、人員不足が大きな課題となっています。患者ケアや見守りに

必要な人員確保、ICT の活用などによる現場職員の負担軽減もあわせて議論して

いく必要があります。 

 

看護補助者の処遇改善について 

 政府は2023年 11月 6日、介護保険サービスの公定価格である介護報酬を2024

年度から引き上げ、プラス改定とする方向で調整に入っています。報酬改定が実

施されるまでは、2024 年 2 月から介護職員と看護補助者の賃金について月額

6,000 円引き上げる措置を行うとしています。民間企業を中心に賃上げが進む中、

人材流出が続いている介護分野と他産業との間で開いた待遇差を埋めることが

目的です。 

 月額 6,000 円引き上げる措置は、関連経費を 2023 年度補正予算案に盛り込み、

2024 年 2～5 月は介護職員や看護補助者を対象に賃上げを行った事業所や医療

機関を対象に、１人当たり月額 6,000 円の賃上げに相当する額を政府が都道府

県を通じて補助するとしています。事業所や医療機関は、処遇改善計画書などを

都道府県に提出し、補助金を受け取ることになります。2024 年 6 月以降は 
報酬改定で恒久的な賃上げにつなげることを想定しています。 

 本部は、補助金の詳細や診療報酬の取り扱いについて情報収集を行います。単

組においては、看護補助者の処遇改善が確実に行われるよう取り組みが必要で

す。  
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定年引き上げにむけた取り組み 

 2023 年 4 月 1 日から公務員の定年年齢が引き上げられました。60 歳以降の働

き方や夜勤や呼び出し対応、休日出勤などの取り扱い、役職定年者の働き方など、

医療現場では具体的な運用についてまだ決まっていない単組があります。単組

は、職場の課題を明確化するとともに、看護問題対策委員会を中心に作成した

「定年の段階的引き上げに向けたモデル要求書」（自治労情報第 0082 号/2022 年

4 月 26 日）を参考に取り組みを進める必要があります。 

 医療現場では一般行政職に比べ、定年まで働き続けられない職場が多くあり

ます。定年引き上げの議論とあわせて、健康で働き続けられるように労働環境の

改善について求めていく必要があります。 

 

組織強化・拡大にむけた取り組み 

5 類見直し後も、医療現場では引き続き感染症対応に対する役割や機能が求め

られています。現場に過剰な負担を強いることがないよう、人員確保や労働環境

の改善にむけては労働組合の役割が一層重要になっています。 

課題改善のためには現場の声を集めることが重要であり、それには組合組織

率の向上が不可欠です。そのためには、組合の活動を組合員に理解してもらい、

関心を持ってもらうための、適切な情報発信が求められます。 

衛生医療職場では離職や人員不足のため、新規採用者や中途採用者が増加し

ているケースもあります。新規採用者の 100％組合加入をめざすことが重要です。

衛生医療評議会の 2023 年 8 月の調査では、全体の組織率が低い単組では、新規

採用者が加入届を取り下げる事例が約 21％あったという結果が出ています。現

在の未加入者対策、役職定年者の組合加入、会計年度任用職員（非正規労働者）

の組織化も必要となります。 

組織拡大・強化のためには労働組合の意義や活動を知ってもらうことが必要

で、「じちろう共済」や「マイカー共済」を積極的に活用することも有効です。

組合未加入の職員に対して、粘り強く声をかけ、全員が組合に加入するように働

きかけることが必要です。 

 

第 27 回参議院選挙における「岸まきこ」の勝利にむけた取り組み 

 自治労は第 97 回定期大会（2023 年 8 月）で、2025 年 7 月の第 27 回参議院選

挙において、現参議院議員の「岸まきこ」さんを全国比例区から自治労組織内候

補として擁立することを決定しました。 

 私たちは、地方公務員の行政や公立医療機関の職場、関連する民間などの職場

の組合員で構成されています。そして、私たちの職場や現場の課題を、私たちの

代表である国会議員や地方議員を通じて、政治の場に反映させさまざまな改善
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につなげています。「岸まきこ」さん必勝の取り組みは、自治労の影響力を内外

に示すとともに、組織の存亡をかけたたたかいであることを全体で再確認しな

ければなりません。組合員・公共サービスの現場の声を国政に届けることをめざ

し「岸まきこ」の必勝にむけ、自治労衛生医療評議会の総力をあげて取り組みを

進めましょう。 

 

最後に 

 新型コロナウイルスの感染症法上の分類が 5 類に見直されて以降、コロナ前

の生活が徐々に戻りつつある一方で、夏場の感染拡大とコロナ以外のさまざま

な感染症が同時に流行したことにより、医療の逼迫が懸念されています。冬の感

染拡大も予想されます。今後も新興感染症へ備え、安定した地域医療を提供して

いくためには、財政支援の継続や拡大、公衆衛生職場と医療従事者の処遇改善・

労働環境の改善を求めていかなければなりません。 

 労働環境の改善には、人員の確保はもちろん、賃金の改善、労働時間の適正化、

教育・研修制度の充実、各種ハラスメント対策などが必要です。また、組合員一

人ひとりが抱える課題に寄り添うことで組合への結集力が高まり、組合の組織

力向上や現場の声の集約が課題解決に繋がります。地域医療の充実と衛生医療

職場で働く組合員が定年まで健康で働き続けられる職場をめざし、全国の自治

労組合員が一丸となって取り組みましょう。 
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4. 国会レポート 
 

  

 





１．「岸まきこ」委員会質疑（衛生医療評議会関連の抜粋）

▼ 年 月 日 総務委員会

保健所及び地方衛生研究所の恒常的な人員体

制強化、公衆衛生分野における専門職の確保対策、

保健所の過重労働軽減のための対策、公務分野に

おけるカスタマーハラスメント対策、職員のメン

タルヘルス対策、保健所等の人材育成に係る教

育・研修体制の充実、光熱費高騰への対応など質

疑。

▼ 年 月 日 予算委員会

「公的セクター」で働く労働者の賃上げを質疑。

▼ 年 月 日 総務委員会

地方財政に関連し、公立病院等に対する財政支援についての見解を質疑。公立病院

の物価高騰の影響について、関係省庁と連携して適切に対応したいと総務大臣から答

弁を引き出す。

▼ 年 月 日 総務委員会

「地方自治法改正案」に伴う質疑。自治体で働く会計年

度任用職員（非正規公務員）の勤勉手当に関し、コロナ禍

を踏まえた会計年度任用職員の重要性や条文における曖

昧さを明確にするための答弁を引き出す。また、人事院勧

告の取り扱いも常勤職員同様に４月遡及が原則であると

いった答弁を引き出す。附帯決議あり。

▼ 年 月 日 参議院本会議

マイナンバー法改正に伴う代表質問。マイナンバーカードと健康保険証の一体化に

よって健康保険証を廃止することによる懸念、国民皆保険制度の趣旨など河野デジタ

ル大臣に質す。

Ⅰ－４
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▼ 年 月 日・ 月 日 地方創生・デジタル特別委員会

マイナンバーカード関連のトラブル事象を踏まえ、改善を求める。また、マイナ保

険証トラブル（保険証による医療情報の重要性の認識）や健康保険証廃止の見直しを

求める。

▼ 年 月 日 地方創生・デジタル特別委員会（閉会中審査）

マイナンバー制度に関する質疑でマイナ

保険証の使い勝手、医療現場等の意見を聞

いているのか、など大臣に問題を質す。

▼ 年 月 日 予算委員会

新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの

ダブル流行への対応、コロナ患者と一般診療患者

の両方に対応できる診療体制の確立、コロナ後遺

症への対応、「量」と「質」の両面からコロナ後遺

症やワクチン健康被害の相談・受診体制の強化、神

経免疫の調査研究・治療確立、職場や学校での後遺

症への理解促進、治療終了までの休業手当や傷病

手当等の延長を岸田総理と武見厚労大臣に質疑。

２．その他の活動

→自治労協力国会議員団会議（国会中に提出法

案に関する課題や自治労の政策課題を組織内・

協力国会議員と共有する会議）でも地域医療体

制等の確立を協議

←東海地連衛生医

療評拡大幹事会

→衛生医療評看護

問題対策委員会
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（地域保健分科会) 
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【第２日目（分科会）】 2023年12月16日（土） ９：30～13：00 
◆ 第１分科会 地域保健分科会「これからどうする？ 保健師の地域活動」 
 
＜趣旨＞ 
 本年５月８日から感染症法上の分類が５類に見直された新型コロナウイルス感染症は、
３年もの間、全世界を翻弄し続けました。日本においては、コロナ禍の絶対的な合言葉
「密の回避」に従い、人と人とのふれあいは厳しく制限されました。 
 私達保健師は、感染拡大時の緊急事態宣言の中、自分自身が感染する脅威と向き合いな
がらも、ある者は24時間体制で陽性者や濃厚接触者等の健康観察や入退院の調整等に忙殺
され、ある者は、希望者がより迅速にワクチン接種を受けられるよう、ワクチン確保や、
医師会等と協力した接種体制整備に奔走するなど、未知の感染症に怯える住民を、それぞ
れの持ち場で精一杯支えました。 
 新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことで、生活上の大きな制限はなくなりま
したが、長らく他者とのふれあいが制約され続けたことにより、地域の中でのつながりや
絆そのものの希薄化など、コロナ禍を経て、保健師を取り巻く社会環境は一層厳しいもの
になりました。 
 保健師業務においては、コロナ禍以前から、各分野や年代別への取組の充実・強化とと
もに、縦割りの業務のウエイトが増えていたところに、コロナ禍に見舞われ、感染拡大防
止が第一の個別支援が、結果として縦割り業務を更に加速化しました。今や保健師業務の
大半を、各種の保健サービスやハイリスク者支援が占めている一方で、保健師の真骨頂で
ある地域全体を「見る、つなぐ、動かす」保健活動は一層脆弱化している現状です。 
 今回の地域保健分科会では、一人ひとりが日常、抱える悩みや思いから、保健師は「誰
のために、何のために、何をめざして働いていくのか」を見つめ直すとともに、保健師が
専門性を発揮し、住民の暮らしを守る地域保健活動を展開していくために何ができるかを、
参加者とともに考えたいと思います。 
 
＜スケジュール＞ 
９：30～９：35  開会・あいさつ 
９：35～10：45  講演「保健師の役割の再考  
            地域保健対策の推進と保健師マネジメント力」 
          武蔵野大学 看護学部 学部長 教授 中 板 育 美さん 
10：45～11：30  現場報告 
            岩手県本部 北上市職員労働組合 菅 原 奈保子さん 
（休憩） 
11：45～12：45  グループワーク 
12：45～12：55  グループワーク報告 
12：55～13：00  まとめ・閉会 
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保健分科会：グループワークの進め方について 

                

１．役割分担を決める 

 書記(報告)  （お名前       ） 

  

 司会進行（お名前       ） 

 

 

２．グループワークの流れ 

1 周目：イントロダクション 

・自己紹介（名前、単組、職種、組合役職など） 
・本日の感想など一言（どんな内容でも可） 

2〜３周目：「保健師活動について意見交換」 

・今の活動、主にどんな業務を担当しているか？ 
・保健師として働く中で、感じる問題点や課題はどんなこと？ 
・課題を解決・改善するためにどうしたらいい？どうなっていけばいい？ 
・職場の保健師活動は、どんなスタイル？業務担当制？地区担当制？併用型？ 
・職場の人材育成は、基本方針や育成計画等は策定されているか？ 
・職場のフォローアップ体制は、どうなっている？相談体制は？ 
・保健師に係る課題の共有や活動方針等、保健師全体で共有する場はあるか？ 
・職場で、保健師のキャリアラダーやキャリアパスの仕組みは確率されている？ 
・その他 
 
グループワーク終了後 
書記の方はグループ報告をお願いします（3 グループ程度）。 

【役割】議論の内容を記録し、本部衛生医療評議会に提出する 

【役割】司会は「グループワークの流れ」に沿って、進行を行う。参加者全員に発言して
もらうよう配慮する。 
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（精神保健分科会) 
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◆ 第２分科会 精神保健分科会「身体的拘束の現状から精神医療現場の課題を考える」 
 
＜趣旨＞ 
 2017年５月、ニュージーランド国籍のケリー・サベジさんが神奈川県の精神科病院で身
体的拘束をされて約１週間で心肺停止になり、転送先の病院で亡くなりました。この事件
がクローズアップされ、精神科における身体拘束の議論が大きくなりました。厚生労働省
は、2000年６月に第１回身体拘束ゼロ作戦推進会議を実施、2001年には「身体拘束ゼロへ
の手引き」を発行しています。そして今年２月、東京都八王子市の精神科「滝山病院」の
看護師が患者への暴行容疑で逮捕された事件は、精神科医療・看護が抱える諸問題を浮き
彫りにし、再び議論が活発になっています。 
 身体拘束は生命や倫理に関わるものであり、精神保健福祉法37条で定められています。
また、身体拘束の３原則として「切迫性」「非代替性」「一時性」があり、そのすべての
要件を満たしている時にのみ適用が認められるにも関わらず、精神科病院における身体拘
束の数は増え続けています。特に認知症患者をはじめとした高齢者の安全確保という目的
で身体拘束実施の割合が高くなる傾向が指摘されています。 
 精神科病院における身体拘束については数多くの研究がされています。東京都立松沢病
院では「身体拘束なき精神科へ」という取り組みを行い、当時の院長である斎藤正彦先生
が「松沢の前に院長をしていた埼玉の和光病院には隔離室も拘束帯もなく、拘束はゼロで
す。民間の認知症専門病院である和光に比べ、公立松沢の医師は２倍、看護師も1.3倍い
ます。松沢にできないはずはないと思いました」と語っています。 
 身体拘束という倫理と安全の狭間で、精神保健に携わる私たちが何を思い、どう変わる
べきか、そのためには医療従事者として何ができるか、労働組合として何をしなければい
けないのか、一緒に考える機会になれば幸いです。 
 
＜スケジュール＞ 
９：30～９：35  開会・あいさつ 
９：35～10：45  講演「身体拘束の現状から考えられること 
            ～課題を捉え、我々は何をすべきか？」 
          杏林大学 保健学部 リハビリテーション学科 作業療法学専攻 
                           教授 長谷川 利 夫さん 
10：45～11：15  現場報告 
               大阪府本部 中宮病院労働組合 加 藤 武 司さん 
（休憩） 
11：30～12：30  グループワーク 
12：30～12：50  グループワーク報告 
12：50～13：00  まとめ・閉会 
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いわゆる「精神科特例」について 

 

【歴史的経緯】 

 

医療法（昭和 23 年 7 月 30 日法律第 205 号） 

第 21 条 病院は省令の定めるところにより、左の各号に掲げる人員及び施設を有し、且つ、記録を

備えて置かなければならない。 

 

医療法施行規則（昭和 23 年 11 月 5 日厚生省第 50 号） 

一般医療については・・・ 

医師☞「入院患者の数と外来の数を 2．5 をもって除した数との和が 52 人までを 3 人」 

看護婦「入院患者 4 人又は端数毎に１人」 

４「主として、精神病、結核、籟その他厚生大臣の定める疾病の患者を収容する病院又は病室につい

ては、都道府県知事の許可を受けて第 1 項の規定によらないことができる」 

 

精神衛生法の施行について（昭和 25 年 5 月 19 日厚生省発衛第 118 号） 

別紙 精神衛生法施行留意事項 

第三 精神病院 

（三）50 人に 2 人の専門医 

   25 対 1 の医師 

（四）患者 5 人に 1 人の看護婦（看護人）。やむを得ない時その 2 分の 1 は補助者でも可とする。 

つまり、10 対 1 看護でよいとした。 

 

特殊病院に置くべき医師その他の従業員の定数について（昭和 33 年 10 月 2 日発医第 132 号）（各都

道府県知事知事あて厚生省事務次官通知） 

精神病院は「特殊病院」であり、以下の基準とした。 

医師☞「入院患者の数を 3 をもって除した数との和が 52 までは 3」48 対 1 医師 

看護婦及び准看護婦☞ 「入院患者の数が 6 人又はその端数を増すごとに 1 人」 

つまり看護師は一般医療の 6 分の 4、つまり 3 分の 2 の数を認めた。 

 

第 4 次医療法改正 

平成 12 年 12 月 6 日 医療法の一部を改正する法律公布（法律第 141 号） 

平成 13 年 1 月 31 日 医療法施行規則等の一部を改正する省令 公布（厚生労働省令第 8 号） 

精神病床については・・ 

医師☞「入院患者の数を 3 をもって除した数・・・との和が 52 人までは 3」48 対 1 医師 

看護師及び准看護師☞「入院患者の数を 4 をもって除した数・・・・」 

果たして 4 対 1 看護？？？？（一般医療については、3 対 1 看護となった） 
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実態は以下の通り 

第 20 条 

精神病床を有する病院（新規則第 43 条の 2 に規定するものを除く）については、当分の間、（中略）

入院患者の数を 5 をもって除した数を精神病床に係る病室の入院患者の４をもって除した数から減

じた数を看護補助者と」とする。 

例） 

仮に精神病床の入院患者が 100 人として  

4：1 看護 

100 人÷4＝25 人 

５：1 看護 

100 人÷5＝20 人 

 

本来は 25 人の看護職員が必要だが、25 人と 20 人の差の 5 人は看護補助者（無資格者）でも良いと

した。 

つまり実質的には 5 対 1 看護で良いこととなる。 

 

 

【問題点】 

 

・そもそも障害種別によっての差別である。（精神科は少ない人員でいい） 

 

・未だに、昭和 23 年時の、精神病、結核、籟などの患者については一般医療の規定によらないこと

ができる、という内容を引きずっている。 

 

・平成 12 年の第 4 次医療法改正では、今まで「特例」だったものを、法の中に取り込んでしまった。 

 つまり「差別」が法の中に内包されたことになった。 

 

・「人手不足」を理由に身体拘束をせざるを得ない状況がある。（本来の、医療、ケアができない！） 

 

・このような状態が続くことは精神障害に対する偏見を助長し続ける。 
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日本精神科病院協会ホームページより 
https://www.nisseikyo.or.jp/opinion/teigen/teigen.php?id=154&bm=0 
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win-win
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精神分科会：グループワークの進め方について 

                

１．役割分担を決める 

 書記（報告）  （お名前       ） 

  

司会進行（お名前       ） 

 

 

２．グループワークの流れ 

1 周目：イントロダクション 

・自己紹介（名前、単組、職種、組合役職など） 
・本日の感想など一言（どんな内容でも可） 
 
2〜３周目：「身体拘束について意見交換」 
・身体的拘束の現状 
・どうしたら身体的拘束は減少するか、なくなるか 
・他施設に聞きたいこと 
・職場の身体的拘束ゼロや最小化に対する取り組み 
・行動制限最小化について、成功した事例や失敗した事例 
・行動制限最小化にむけて、組合として取り組みたいこと、取り組んでほしいこと 
・その他 
 
グループワーク終了後 
書記の方はグループ報告をお願いします（3 グループ程度）。 

【役割】議論の内容を記録し、本部衛生医療評議会に提出する 

【役割】司会は「グループワークの流れ」に沿って、進行を行う。参加者全員に発言して
もらうよう配慮する。 

Ⅲ－３
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Ⅳ 分 科 会 

（保健所・地方衛生研究所分科会) 
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◆ 第３分科会 保健所・地方衛生研究所分科会「どうなる？ これからの保健所の役割」 
 
＜趣旨＞ 
 新型コロナウイルス感染症は、保健所や地方衛生研究所の体制の脆弱性を明らかにしま
した。 
 1994年６月に成立した「地域保健法」以降、保健所は大幅に削減され、1994年に847
（都道府県保健所625）だった保健所は、2020年に469（都道府県保健所355）まで減少し、
人員や予算も削減されてきたことが、保健・衛生体制の脆弱化の一因であることが指摘さ
れています。 
 コロナ禍の業務量の増加により、職員は過労死ラインを超える時間外労働や、時間外や
休日の電話対応など労働環境の悪化が顕著となりました。これらが原因でうつ的症状を訴
える職員もいました。 
 国は感染症にかかわる保健師に加え、保健所の事務職員や地方衛生研究所の職員を増員
する予算措置を行いました。しかし、これまでの人員削減を補うには十分とは言えず、獣
医師や薬剤師など専門職は募集をしても応募がない地域もあります。また、コロナ禍で本
来必要な研修が十分に行えず人材育成ができていない職場もあります。 
 2000年以降は、ＳＡＲＳ、ＭＥＲＳ、新型インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症
と約５年ごとに世界的な感染症の拡大が見られたことから、「頻繁に起こることを前提と
した制度作りが必要」であり、今後保健所に求められる役割を果たすためには恒常的な保
健所体制の強化が必要となっています。 
 今回の分科会では、今後保健所に求められる役割や課題を学習し、保健所の機能を強化
するために現場の課題を共有・議論します。労働組合として自治体や国へどのような働き
かけが必要かを考えます。 
 
＜スケジュール＞ 
９：30～９：35  開会・あいさつ 
９：35～10：45  講演「これからどうなる？ 保健所の役割」 
             島根県健康福祉部 医療統括監 谷 口 栄 作さん 
10：45～11：15  「現場アンケートから見えた公衆衛生職場の課題と今後の取り組み」 
          自治労本部 衛生医療評議会事務局長 平 山 春 樹 
（休憩） 
11：30～12：30  グループワーク 
12：30～12：50  グループワーク報告 
12：50～13：00  まとめ・閉会 
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保健所・地方衛生研究所分科会：グループワークの進め方について 

                

１．役割分担を決める 

 書記（報告）  （お名前       ） 

  

司会進行（お名前       ） 

 

 

２．グループワークの流れ 

1 周目：イントロダクション 

・自己紹介（名前、単組、職種、組合役職など） 
・本日報告の感想など一言（どんな内容でも可） 

2〜３周目：「各都道府県等保健所・地方衛生研究所の現状や今後について意見交換」 

・コロナ禍で明らかになった組織の問題点等 
・専門職の人材育成や専門性の発揮について 
・人員確保や部門連携について 
・今後どのような体制を構築していくべきか？ 
・他施設に聞きたいこと 
・その他 
 
グループワーク終了後 
書記の方はグループ報告をお願いします（3 グループ程度）。 

【役割】議論の内容を記録し、本部衛生医療評議会に提出する 

【役割】司会は「グループワークの流れ」に沿って、進行を行う。参加者全員に発言して
もらうよう配慮する。 

Ⅳ－３
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１ 

 ポストコロナ医療体制充実宣言 

 
 
 厳しい医療機関の経営状況が続いていた中で新型コロナウ

イルスの感染拡大が起こり、医療従事者はこの３年間、新型

コロナウイルスに対応してきた。 

 

  この間、国民のご理解・ご協力も大きく、我が国における

死亡者数は相対的に低く抑えられてきた。 

 

一方で、著しい感染者の増加により、感染流行初期等にお

いて医療の逼迫を招いたことからも、医療提供体制において

新興感染症への平時からの備えが必要であることが明らかと

なった。 

 

 加えて、平時から感染症有事を通じて、切れ目なくより質

の高い医療を提供する観点から、医療におけるデジタル・ト

ランスフォーメーション（医療ＤＸ）が必要であることが明 

らかになった。 

 

    新型コロナウイルスの感染は継続している状況ではある 

が、次の感染症拡大への備えを厚生労働省、医療界ともに先 

手先手で実施するため、下記についての取組を集中的に進 

めることを共同で宣言する。 

 
 

＜新興感染症対応＞ 

  新興感染症の発生に備え、いわゆるサージキャパシティの 

確保に向けて、現在、改正感染症法に基づき、新型コロナウ

イルス対応の最大規模の体制を目指して、医療機関等と都道

府県が協定締結の協議を行っている。新型コロナ対応を行っ

た病院及び診療所は、協議の結果を踏まえ、病床確保や発熱 

外来を行う協定締結医療機関となり、新興感染症対応に参画 

する。 
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  今後、厚生労働省は「デフレ完全脱却のための総合経済対 

策（令和５年 11 月２日閣議決定）」等を通じた医療機関への 

支援策を確実に講じ、医療機関等は、個室病床、ゾーニング 

可能な病棟、簡易陰圧装置等の整備や個人防護具等の備蓄、 

検査機能の維持や感染症対応人材の確保に取り組む。 

 

こうした取組により、具体的には、令和６年４月までに策

定される都道府県の予防計画・医療計画において、感染症の

流行初期（発生公表から３か月程度）の体制として、全国で

1.9 万床の確保病床、1500 機関の発熱外来等を確保し、それ

以降の体制として、全国で 5.1 万床の確保病床、4.2 万機関

の発熱外来等を確保する。協定締結作業は令和６年９月を目

途に完了する。 

 

 

＜医療ＤＸの推進＞ 

新型コロナ対応の教訓も踏まえ、全国の医療機関・薬局・

訪問看護ステーションで国民一人一人の診療情報等を全国的

な規模で共有可能とする全国医療情報プラットフォームを構

築するとともに、マイナ保険証の利用を促進することで、感

染症危機も含めて、全国いつどの医療機関等にかかっても、

切れ目なくより質の高い医療を提供することを可能とする。 

  

今後、「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年 

11 月２日閣議決定）」等の内容も踏まえつつ、電子カルテ情 

報共有サービス（仮称）の構築、電子処方箋の活用・普及の 

推進、医療機関におけるサイバーセキュリティの確保に取り 

組む。 
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2 
 

  

  今後、厚生労働省は「デフレ完全脱却のための総合経済対 

策（令和５年 11 月２日閣議決定）」等を通じた医療機関への 

支援策を確実に講じ、医療機関等は、個室病床、ゾーニング 

可能な病棟、簡易陰圧装置等の整備や個人防護具等の備蓄、 

検査機能の維持や感染症対応人材の確保に取り組む。 

 

こうした取組により、具体的には、令和６年４月までに策

定される都道府県の予防計画・医療計画において、感染症の

流行初期（発生公表から３か月程度）の体制として、全国で

1.9 万床の確保病床、1500 機関の発熱外来等を確保し、それ

以降の体制として、全国で 5.1 万床の確保病床、4.2 万機関

の発熱外来等を確保する。協定締結作業は令和６年９月を目

途に完了する。 

 

 

＜医療ＤＸの推進＞ 

新型コロナ対応の教訓も踏まえ、全国の医療機関・薬局・

訪問看護ステーションで国民一人一人の診療情報等を全国的

な規模で共有可能とする全国医療情報プラットフォームを構

築するとともに、マイナ保険証の利用を促進することで、感

染症危機も含めて、全国いつどの医療機関等にかかっても、

切れ目なくより質の高い医療を提供することを可能とする。 

  

今後、「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年 

11 月２日閣議決定）」等の内容も踏まえつつ、電子カルテ情 

報共有サービス（仮称）の構築、電子処方箋の活用・普及の 

推進、医療機関におけるサイバーセキュリティの確保に取り 

組む。 

 

 
3 

 

 

 こうした取組みにより、具体的には、電子カルテについて、 

医療機関間等での情報共有に必要となる標準化への対応を順 

次進める。厚生労働省は、FHIR 規格への対応について支援を 

行うとともに、クラウドベースの標準型電子カルテの整備を 

行っていく。 

電子処方箋等について、厚生労働省において、各施設の円 

滑な導入に向けた環境整備を行うとともに、医療機関・薬局 

において、できる限り速やかに導入するよう取り組む。公的 

病院においては、可能な限り令和６年度の診療報酬改定に合 

わせて導入するよう厚生労働大臣より要請する。 

サイバーセキュリティについて、厚生労働省が必要な支援 

を行いながら、医療機関等において、外部ネットワークとの 

接続の安全性検証やオフライン・バックアップの構築等を順 

次進める。 

  看護業務について、医療ＤＸの推進等により、効率化を図 

る。 

 

以上 

 

 

令和５年 11 月６日 

 

厚生労働大臣 武見 敬三 

公益社団法人日本医師会会長 松本 吉郎 

公益社団法人日本歯科医師会会長 高橋 英登 

公益社団法人日本薬剤師会会長 山本 信夫 

公益社団法人日本看護協会会長 高橋 弘枝 

一般社団法人日本病院会会長 相澤 孝夫 

公益社団法人全日本病院協会会長 猪口 雄二 

一般社団法人日本医療法人協会会長 加納 繁照 

公益社団法人日本精神科病院協会会長 山崎  學   
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施策名：電子処方箋の機能拡充の促進事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

電子処方箋管理サービスの機能を十分に発揮し、同サービスの利活用を推進するため、医療機
関・薬局への新機能の導入を促進する。

電子処方箋を導入した医療機関・薬局に対する、電子処方箋管理サービスの新機能 リフィル処方箋、口頭同意による重複投薬等チェック結
果閲覧、マイナンバーカードによる電子署名対応等 導入費用への補助を実施。

電子処方箋の活用・普及を促進することにより、質の高い効率的な医療の提供に向けた医療 の推進を図ることができる。

補助金申請

補助金交付

社会保険診療報酬支払基金、定額補助

電子処方箋を導入した医療機関・薬局に対し、電子処方箋管理サービスの新機能(リフィル処方箋、口頭同意による重複投薬等チェック結果閲覧、
マイナンバーカードによる電子署名対応等)の導入に必要なシステム改修費用を補助する。
（補助の対象となる費用）
ア．基本パッケージ改修費用：電子カルテシステム、レセプト電算化システム等の既存システム改修にかかる費用
イ．接続・周辺機器費用：オンライン資格確認端末の設定作業等
ウ．システム適用作業費用：現地システム環境適用のための運用調査・設計、システムセットアップ、運用テスト、運用立会い等

厚生労働省医療機関・薬局 支払基金

新機能導入費用
補助金申請

新機能導入費用
補助金交付

【○電子処方箋の全国的な普及拡大や機能向上の推進】
令和５年度補正予算案 76億円 医薬局総務課

大規模病院
（病床数 床以上）

病 院
（大規模病院以外） 診療所

大型チェーン薬局
（グループで処方箋の受付が
月４万回以上の薬局）

薬局
（大型チェーン薬局以外）

費用の
補助内容

万円を上限に補助
※事業額の 万円を
上限に、 を補助

万円を上限に補助
※事業額の 万円を上

限に、 を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を
上限に、 を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を
上限に、 を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を
上限に、 を補助

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○
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施策名：電子処方箋の活用・普及の促進事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

オンライン資格確認等システムを導入した概ねすべての医療機関・薬局における電子処方箋管理
サービスの導入に向けて、その導入費用の助成を支援することで電子処方箋の活用・普及を促進す
る。

都道府県が第四期医療費適正化計画に基づき実施する電子処方箋の活用・普及に向けて、都道府県がその環境整備として行う医療機関等へ
の導入費用の助成を補助する。

電子処方箋の活用・普及を促進することにより、質の高い効率的な医療の提供に向けた医療 の推進を図ることができる。

➣都道府県は活用・普及の促進施策の実施に向けて、電子処方箋の運用開始施設を一定数確保することにより、運用実績から得られる課題やデータ等
に関するリソースを確保。

➣運用開始施設を確実に確保するため、都道府県は導入費用に関する助成金※を支給し、給付を受けた施設は一定期間都道府県の取り組みへ協力。
（モニター、アンケート、セミナー、広報資材作成、データ提供等の協力が考えられる。）
※助成金と他の補助金を併せて受給することが可能（導入費用に対する財政支援全体の割合：病院 、診療所・薬局（大手除く） 、大手ﾁｪｰﾝ薬局 ）

厚生労働省医療機関・薬局 都道府県

助成金申請

助成金支給

補助金申請

補助金交付

実施主体：都道府県、補助率：国 、都道府県

【○電子処方箋の全国的な普及拡大や機能向上の推進】
令和５年度補正予算案 167億円 医薬局総務課

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○
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（電子処方箋導入施設）
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訪問診療等における医療機関・薬局に対する財政支援
（社会保障・税番号制度システム整備費等補助金）

⚫ 医療機関・薬局における居宅同意取得型の利用に必要な以下の費用を支援する。
① マイナンバーカードの読取・資格確認等のためのモバイル端末等の導入
② レセプトコンピュータの改修

１．事業内容

※ 訪問診療のみを提供する既存の医療機関等については、オンライン資格確認のシステム本体の導入補助（ 基金）を活用した上で、居宅同意
取得型の本導入補助を受けることとなる。

２．補助内容

補助率 補助限度額
（訪問診療・訪問服薬指導等）

病院 １／２ 万円
事業額上限 万円

大型チェーン薬局 １／２ 万円
事業額上限 万円

診療所・薬局 ３／４ 万円
事業額上限 万円

※ 事業額上限は、モバイル端末： 万円、レセプトコンピュータの改修： 万円（病院）／ 万円（診療所・薬局）
※ 訪問診療等とオンライン診療等の両方を実施している場合は、この上限額となる。

24

医療情報化支援基金（電子処方箋）

＜補助の対象となる事業＞

①～③については、上記電子処方箋管理サービス導入費用の補助率による。 消費税分（ ％）も補助対象であり、上記の上限額は、消
費税分を含む費用額

①基本パッケージ改修費用：電子カルテシステム、レセプト電算化システム等の既存システム改修にかかる費用

②接続・周辺機器費用：オンライン資格確認端末の設定作業、医師・薬剤師の資格確認のためのカードリーダー導入費用

③システム適用作業費用：現地システム環境適用のための運用調査・設計、システムセットアップ、運用テスト、運用立会い等

令和５年度予算額 億円（ 億円）※（）内は前年度当初予算額

電子処方箋管理サービス導入費用の補助率

大規模病院
（病床数 床以上）

病 院
（大規模病院以外） 診療所

大型チェーン薬局
（グループで処方箋の受付
が月４万回以上の薬局）

薬局
（大型チェーン薬局以外）

令和 、 年度
導入完了した

施設

万円を上限に補助
※事業額の 万円を

上限に、その
を補助

万円を上限に補助
※事業額の 万円を

上限にその
を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を上

限にその
を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を

上限にその
を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を

上限にその
を補助

令和 年度
導入完了した

施設

万円を上限に補助
※事業額の 万円を

上限にその
を補助

万円を上限に補助
※事業額の 万円を

上限にその
を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を

上限にその
を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を

上限にその
を補助

万円を上限に補助
※事業額 万円を

上限にその
を補助

電子処方箋は、経済財政運営と改革の基本方針 （令和２年７月 日閣議決定）におけるデータヘルス改革に関する様々な取組の一環
として、全国的な仕組みとして令和５年１月から運用を開始した。
電子処方箋の重要な機能として、重複投薬を防止等するためにリアルタイムの処方・調剤情報を共有する機能が挙げられる。本事業はこ
の機能を十分に発揮するために、より多くの医療機関や薬局の参画を促す必要があることから財政支援を行うものである。
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医療扶助におけるオンライン資格確認導入について

26

⚫ 運用テスト

⚫ 受付業務等の
変更点の確認

⚫ 必要書類の受領
準備（領収書等）

⚫ 補助金申請

運用
開始

⚫ 見積り依頼

⚫ 発注

⚫ パッケージソフト適用
設定変更

令和５年６月頃 令和５年 月頃 令和６年３月（予定）

▶ システム事業者に依頼

▶ システム事業者に依頼 ▶ 各医療機関・薬局で対応

▶ システム事業者から受領

▶ 各医療機関・薬局で対応

▶ システム事業者に依頼

▶ システム事業者に依頼

○ 令和６年３月からの運用開始に向けて、本年６月頃より医療機関等に対して、医療扶助のオンライン資格確認の導入に係るシステム改修等
のスケジュールをお示しの上、システム事業者様に早期にご相談いただくよう、周知等を進めている。

○ 同システム改修は、補助金の対象（申請スケジュール等の詳細は、 から医療機関等向け総合ポータルサイトにて公表）
・申請受付期間：令和５年 月 日～令和６年１月 日（令和５年 月時点）
・必要提出書類：領収書（写）※内訳が分かるものも含む 、オンライン資格確認等事業完了報告書
・費用補助内容：① 病院 ➡ 万円（事業額 万円を上限に、その を補助）

② 大型チェーン薬局 ➡ 万円（事業額 万円を上限に、その を補助）
③ 診療所、薬局（大型チェーン薬局以外）➡ 万円（事業額 万円を上限に、その を補助）

【保険医療機関・薬局における準備作業スケジュール】

※申請受付期間：令和 月 日～令和６年１月 日（令和 年 月時点）

補助金申請※

運用準備システム事業者へ発注
パッケージソフト適用

オンライン診療等における医療機関・薬局に対する財政支援
（社会保障・税番号制度システム整備費等補助金）

⚫ 医療機関・薬局における居宅同意取得型の利用に必要な以下の費用を支援する。
➢ レセプトコンピュータの改修

１．事業内容

２．補助内容

補助率 補助限度額
（オンライン診療・オンライン服薬指導）

病院 １／２ 万円
※事業額上限 万円

大型チェーン薬局 １／２ 万円
※事業額上限 万円

診療所・薬局 ３／４ 万円
※事業額上限 万円

※ 事業額上限は、レセプトコンピュータの改修： 万円（病院）／ 万円（診療所・薬局）

25
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（訪問診療等におけるオンライン資格確認の仕組み案）
「マイナ在宅受付 」を用いた資格確認等の手順（ ）

• 医療機関等のモバイル端末等から サービス「マイナ在宅受付 」へアクセスし、はじめに、薬剤情報等の提供について、患
者が同意の有無を選択します。

• 登録する同意情報の内容を確認します。

薬剤情報等の提供に関する同意取得（マイナ在宅受付 ）患者宅等
①医療機関等のモバイル端末
等を利用して、「マイナ在宅
受付 」へアクセス

医療機関等の
モバイル端末等

次頁
へ

②診療 薬剤情報・特定健診情報等の提供について、患者が同意の有無を選択

（読み取り機能付き）

28

（参考）医療機関・薬局の作業範囲の整理

27

オンライン資格確認等の機器
（資格確認端末、カードリーダー）

既存システム
（レセプトコンピュータ、電子カルテシス

テム、薬局システム）

ネットワーク

資格確認端末等の設定

資格確認端末等の設置
初期セットアップ

医療扶助のオンライン資格確認
対応版パッケージソフト適用

業務上の操作確認

ネットワーク敷設

作業不要
※医療保険のオンライン資格確認導入済み
※資格確認端末のアプリケーションは自動配信

作業不要※

※医療保険のオンライン資格確認導入済み

医療機関・薬局ごとに対応が必要

作業不要
※医療保険のオンライン資格確認導入済み

医療機関・薬局で実施することも可能
※システム事業者とご相談ください

作業項目 「医療扶助のオンライン資格確認」導入時

○ 医療扶助のオンライン資格確認の導入に当たっては、医療保険のオンライン資格確認の導入が済んでいれば、医療機
関等システム基盤（資格確認端末 顔認証付きカードリーダー）及びネットワーク（オンライン請求回線）を可能な
限り活用できるため、導入に係る負担は削減されます。

○ 医療機関・薬局において必要になる作業は、医療保険と医療扶助の差分に係るシステム改修対応となります。
○ 上記を踏まえた上で、医療機関・薬局における作業範囲は以下のとおりです。

※ オンライン資格確認の画面の環境設定（管理者アカウントでログイン）で「医療扶助」を「利用する」に変更いただく、もしくは、レセプトコンピュータから環境設定更新インターフェイスで「医
療扶助」を「利用する」に変更いただく必要があります。
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（訪問診療等におけるオンライン資格確認の仕組み）
「マイナ在宅受付 」を用いた資格確認等の手順（ ）

• モバイル端末等にあらかじめインストールした「マイナポータル」アプリに遷移して、患者が４桁の暗証番号を入力後、マイナンバーカー
ドをかざし、本人確認を行います（初回のみ）。

• 「マイナ在宅受付 」に薬剤情報等の提供に関する同意情報が登録されます。
• その後、患者の資格情報を取得し、医療保険における資格確認を行います。

同意登録、資格確認本人確認（マイナポータル）
③４桁の暗証番号を入力 ⑤同意登録が完了、資格情報を取得④マイナンバーカードをかざす

29

訪問看護ステーション名
○○訪問看護ステーション
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回復期リハビリテーション病棟に求められる役割

（回復期リハビリテーション病棟入院料について）
(1) 回復期リハビリテーション病棟は、脳血管疾患又は大腿骨頸部骨折等の患者に対
して、ＡＤＬの向上による寝たきりの防止と家庭復帰を目的としたリハビリテーションを
集中的に行うための病棟であり、回復期リハビリテーションを要する状態の患者が常
時８割以上入院している病棟をいう。

(2)～(18) （略）

回復期リハビリテーション病棟入院料の算定要件

３．呼吸器系
１） 肺活量低下
２） 咳嗽力低下

４．消化器系
１） 便秘等

出典：佐藤和香 Jpn J Rehabil Med.2019: 56::842-847.

５．泌尿器系
１） 尿路結石等

６．精神神経系
１） せん妄等

安静臥床が及ぼす全身への影響

１．筋骨格系
１） 筋量減少、筋力低下
２） 骨密度減少
３） 関節拘縮

２．循環器系
１） 循環血液量の低下
２） 最大酸素摂取量低下
３） 静脈血栓

診調組 入－３
５ ． ９ ． ６

３．回復期リハビリテーション病棟入院料について

３－１ 概要について

３－２ 回復期リハビリテーション病棟におけるFIMの測定について
３－３ 回復期リハビリテーション病棟におけるアウトカムに基づい

た適切な評価について

３－４ 回復期リハビリテーション病棟における発症後早期からのリ
ハビリテーションの提供について

３－５ 退院後の切れ目のないリハビリテーションの提供について

３－６ 回復期リハビリテーション病棟における栄養管理について

３－７ 回復期リハビリテーション病棟における身体的拘束について

３－８ 地域貢献活動について

153
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○ いずれの入院料においても、認知症の有無により身体的拘束の実施割合は大きく異なった。
○ 「認知症あり」の患者の場合、約２～４割が身体的拘束を実施されていたが、「認知症なし」の患者の場合、
治療室、療養病棟入院基本料及び障害者施設等入院基本料を算定する患者を除き、身体的拘束の実施
は１割以内であった。

入院料別・認知症の有無別の身体的拘束の実施有無

出典：令和４年度入院・外来医療等における実態調査（患者票）

■入院料別の身体的拘束の実施有無

治療室（※）（ ）
急性期 （ ）
急性期 （ ）
地域一般（ ）

特定機能病院（ ）
地域包括ケア（ ）
回復期リハ（ ）
療養病棟（ ）

障害者施設等（ ）

認知症ありの患者

治療室（※）（ ）
急性期 （ ）
急性期 （ ）
地域一般（ ）

特定機能病院（ ）
地域包括ケア（ ）
回復期リハ（ ）
療養病棟（ ）

障害者施設等（ ）

認知症なしの患者

治療室（※）（ ）

急性期 （ ）

急性期 （ ）

地域一般（ ）

特定機能病院（ ）

小児入院医療管理料（ ）

地域包括ケア（ ）

回復期リハ（ ）

療養病棟（ ）

障害者施設等（ ）

調査実施基準日時点で身体的拘束の実施あり

調査基準日時点で実施していないが、過去７日間に身体的拘束の実施あり

身体的拘束の実施なし

未回答

■認知症の有無別の身体的拘束の実施有無

（※）治療室は、救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医
療管理料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料のいずれかに入室している患者
を対象としている。

診調組 入－１
５．７．８改

○ ほとんどの病棟・病室において、身体的拘束の実施率は０～10％未満（０％を含む）が最も多く、急性期
一般入院料、地域一般入院料、地域包括ケア病棟入院料では約５割である。

○ 一方で、身体的拘束の実施率が50％を超える病棟・病室も一定程度ある。

身体的拘束の実施状況

■入院料別の身体的拘束の実施率（※）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

救命救急入院料(n=86)

特定集中治療室管理料(n=148)

ハイケアユニット入院医療管理料(n=168)

（身体的拘束の実施率※）

0%

10%

20%

30%

40%

50%
急性期一般入院料(n=1569)

地域一般入院料(n=66)

地域包括ケア病棟入院医療管理料(n=332)

回復期リハビリテーション病棟入院料(n=297)
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療養病棟入院料(n=388)

障害者施設等入院基本料(n=136)

特殊疾患病棟入院料(n=23)

（拘束実施率別の各病棟の占める割合）

急
性
期
・
回
復
期

慢
性
期
等

治
療
室

（※）身体的拘束の実施率
＝令和４年1０月の１か月間における①／②
①身体的拘束を実施した患者数（実人数）
②実入院患者数

注）身体的拘束は、抑制帯等、患者の身体又は衣服に
触れる何らかの用具を使用して、一時的に当該患者の
身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限をいう。

出典：令和４年度入院・外来医療等における実態調査（病棟票）

診調組 入－１
５ ． ６ ． ８
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○ 身体的拘束を実施した患者について、身体的拘束を行った日の１日の拘束時間は、約７割が常時（24時
間連続）拘束をしていた。

○ 他の入院料を算定する患者に比べ、療養病棟の患者は常時（24時間）拘束している患者がやや多かった。

入院料別の拘束時間

出典：令和４年度入院・外来医療等における実態調査（患者票）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

治療室（※）（n=275）

急性期1（n=1,860）

急性期2~6（n=168）

地域一般（n=56）

特定機能病院（n=287）

小児入院医療管理料（n=46）

地域包括ケア（n=329）

回復期リハ（n=511）

療養病棟（n=1,184）

障害者施設等（n=358）

常時（24時間連続） 一時的（処置時、不穏時等） 夜間のみ 未回答

■拘束時間（調査基準日時点で身体的拘束実施あり又は過去７日間に実施ありの患者に限る）
※過去７日間のうち、直近で拘束を行った日の１日の状況について回答

（※）治療室は、救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医療管理料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料のいずれかに入室している患者を対象としている。
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診調組 入－１
５．７．８改

○ 身体的拘束の実施理由としては、「ライン・チューブ類の自己抜去防止」又は「転倒・転落防止」が多く、あ
わせて約９割を占めた。

○ 小児入院医療管理料、治療室、療養病棟では、「ライン・チューブ類の自己抜去防止」の割合が高かった。

入院料別の身体的拘束の実施理由

出典：令和４年度入院・外来医療等における実態調査（患者票）

■身体的拘束の実施理由（調査基準日時点で身体的拘束実施あり又は過去７日間に実施ありの患者に限る）

治療室（※）（ ）

急性期 （ ）

急性期 （ ）

地域一般（ ）

特定機能病院（ ）

小児入院医療管理料（ ）

地域包括ケア（ ）

回復期リハ（ ）

療養病棟（ ）

障害者施設等（ ）

ライン・チューブ類の自己抜去防止 転倒・転落防止 安静保持が必要 創部の保護が必要 その他 未回答

（※）治療室は、救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医療管理料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料のいずれかに入室している患者を対象としている。
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診調組 入－１
５．７．８改
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160

○ 回復期リハビリテーション病棟では、身体的拘束の実施有無に寄らずほぼ100％疾患別リハビリテーショ
ンが実施されていた。疾患別リハビリテーションの具体的な内容としては、身体的拘束を実施している患
者の方が脳血管疾患等リハビリテーションの実施割合が高かった。

〇 身体的拘束の実施有無に寄らず、１日あたりのリハビリテーションの実施単位数は変わらず、平均約６単
位実施されていた。

回復期リハビリテーション病棟における身体的拘束の実施状況別の患者特性②

出典：令和４年度入院・外来医療等における実態調査（患者票）

■身体的拘束の実施有無別、疾患別リハビリテーションの実施状況

■身体的拘束の実施有無別、１日あたりのリハビリテーション実施単位数（未回答を除く）
平均値 中央値 25%tile 75%tile

①基準日時点で過去７日間の身体的拘束の実施
あり（n=198）

② ①のうち、拘束時間が常時（24時間連続）の者
（n=126）

③調査基準日時点で実施していないが、過去７日
間に身体的拘束の実施あり（n=30）

④身体的拘束の実施なし（n=1,580）

■身体的拘束の実施有無別、疾患別リハビリテーションの実施状況

■身体的拘束の実施有無別、１日あたりのリハビリテーション実施単位数（未回答を除く）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①基準日時点で過去７日間の身体的拘束の実施あり（n=458）

②①のうち、拘束時間が常時（24時間連続）の者（n=306）

③調査基準日時点で実施していないが、過去７日間に身体的拘束の実施あり（n=53）

④身体的拘束の実施なし（n=3,095）

心大血管疾患リハ 脳血管疾患等リハ 廃用症候群リハ 運動器リハ 呼吸器リハ いずれも実施していない

診調組 入－３
５ ． ９ ． ６

基準日時点で過去７日間の身体的拘束の実施
あり（ ）
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○ 回復期リハビリテーション病棟の患者について、身体的拘束を実施している患者の主傷病は、脳梗塞や
心原性脳塞栓症である患者が多かった。

回復期リハビリテーション病棟における身体的拘束の実施状況別の患者特性①

出典：令和４年度入院・外来医療等における実態調査（患者票）

■回復期リハビリテーション病棟の患者における身体的拘束の実施有無別の主傷病

主傷病 n数 割合

1 脳梗塞

2 心原性脳塞栓症

3 大腿骨頚部骨折

4 大腿骨転子部骨折

5 アテローム血栓性脳梗塞

6 視床出血

7 廃用症候群

8 脳皮質下出血

9 被殻出血

10 脳出血

調査基準日時点で実施していないが、過去
７日間に身体的拘束の実施あり（ ）

主傷病 n数 割合

脳梗塞

大腿骨転子部骨折

腰椎圧迫骨折

廃用症候群

心原性脳塞栓症

脳出血

大腿骨頚部骨折

脱水症

被殻出血

外傷性慢性硬膜下血腫

主傷病 n数 割合

大腿骨転子部骨折

大腿骨頚部骨折

脳梗塞

アテローム血栓性脳梗塞

腰椎圧迫骨折

心原性脳塞栓症

廃用症候群

視床出血

被殻出血

ラクナ梗塞

身体的拘束の実施なし（ ）

診調組 入－３
５ ． ９ ． ６
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162

入院・外来医療等の調査・評価分科会におけるこれまでの検討結果（とりまとめ）（抄）

Ⅱ．検討結果の概要

１３．横断的個別事項について

１３－２．入退院支援について

・ 身体的拘束については定義を明確にする必要があるとの指摘があった。その上で、リハビリテーションを実施すること
と身体的拘束を実施することは相反しており、看護師のケアのみでなく、薬剤の使用や環境整備について病院全体で
工夫を行っていく必要があるとの指摘があった。

161

認知症ケア加算で求める身体的拘束に関する対応

（４）身体的拘束について

ア 身体的拘束は、抑制帯等、患者の身体又は衣服に触れる何らかの用具を使用して、一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動
を抑制する行動の制限をいうこと。

イ 入院患者に対し、日頃より身体的拘束を必要としない状態となるよう環境を整えること。また、身体的拘束を実施するかどうかは、
職員個々の判断ではなく、当該患者に関わる医師、看護師等、当該患者に関わる複数の職員で検討すること。

ウ やむを得ず身体的拘束を実施する場合であっても、当該患者の生命及び身体の保護に重点を置いた行動の制限であり、代替の方
法が見出されるまでの間のやむを得ない対応として行われるものであることから、できる限り早期に解除するよう努めること。
エ 身体的拘束を実施するに当たっては、以下の対応を行うこと。
（イ） 実施の必要性等のアセスメント
（ロ） 患者家族への説明と同意
（ハ） 身体的拘束の具体的行為や実施時間等の記録
（ニ） 二次的な身体障害の予防
（ホ） 身体的拘束の解除に向けた検討

オ 身体的拘束を実施することを避けるために、ウ、エの対応をとらず
家族等に対し付添いを強要するようなことがあってはならないこと。

算定要件

認知症ケア加算１

認知症ケアチームにより、身体的拘束の実施基準や鎮静を目的とした薬物の適正使用等の内容を盛り込んだ認知症ケアに関する手
順書（マニュアル）を作成し、保険医療機関内に周知し活用すること。なお、認知症ケアの実施状況等を踏まえ、定期的に当該手順書
の見直しを行うこと。

認知症ケア加算２

専任の医師又は看護師を中心として、身体的拘束の実施基準や鎮静を目的とした薬物の適正使用等の内容を盛り込んだ認知症ケ
アに関する手順書（マニュアル）を作成し、保険医療機関内に周知し活用すること。

認知症ケア加算３

身体的拘束の実施基準や鎮静を目的とした薬物の適正使用等の内容を盛り込んだ認知症ケアに関する手順書（マニュアル）を作成
し、保険医療機関内に周知し活用すること。

施設基準

診調組 入－１
５．７．６改

【疑義解釈資料の送付について（その１）（平成28年３月31日）】
問62 身体的拘束は具体的にはどのような行為か。
答 身体的拘束は、抑制帯等、患者の身体又は衣服に触れる何らかの用
具を使用して、一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制する
行動の制限であり、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る等
はすべて該当する。
ただし、移動時等に、安全確保のために短時間固定ベルト等を使用する
場合については、使用している間、常に、職員が介助等のため、当該患者
の側に付き添っている場合に限り、「注２」の点数は適用しなくてよい。
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令和６年度予算の編成等に関する建議
（令和５年11月 財政制度等審議会）Ｉ：総論

基本認識
・ 我が国の経済・社会は構造的な変化に直面しており、依然として歴史的な転換点に立っていると言える。海外と同様、我が国でも物価
高や金利上昇の常態化というこれまでとは異なる局面に入っていく可能性があり、利払費急増のリスクも念頭に置きながら、責任ある
財政運営を行っていくことが一層重要。

・ 経済が平時化する中にあって歳出構造を平時に戻していくことは当然のこと。その際、将来を見据えた財政措置を制度改革等と合わ
せて講じ、民間主導の経済成長を実現できる環境を整えていくことが政府の重要な役割。

・ 少子化対策は国家の持続可能性を左右するといっても過言ではなく、長期的・継続的に実施する必要があり、そうである以上、財源も
安定的に確保することが不可欠。世代間・世代内の公平性を確保し、全ての世代が相互に支え合う全世代型社会保障制度を構築
し、あらゆる世代の将来不安を取り除いていく必要。

１．経済・市場動向
・ 新型コロナの位置づけが５類感染症に変更されたことに伴い、個人消費、企業活動含めて我が国の経済情勢は平時に戻り、更に一
部ではコロナ禍以前の水準を超えて経済活動が活性化。

・ グローバルな経済・金融環境においては、低インフレ・低金利基調から高インフレ・金利上昇基調へという経済の潮目の変化が継続。
我が国でも物価は依然として上昇傾向、金利は長期債・超長期債を中心に一層上昇傾向。

・ 労働市場では人手不足が顕在化。今後とも労働供給制約に直面する可能性が高いことを踏まえれば、労働生産性の向上が急務。
２．経済財政運営の在り方
・ IMFは、本年４月のレポートで、各国政府は財政余力の構築により重点を置くことが必要等と提言。主要先進国は、こうした認識を共
有し、財政健全化に向けた取組を推進。

・ 現在の経済情勢の下では、財政措置は真に必要で効果的な施策に的を絞って講じる必要。同時に、単に現状維持志向の政策では
なく、将来を見据えた財政措置を制度改革等と合わせて講じ、企業・個人の行動変容や産業の新陳代謝などを促すことが望ましい。

・ 金利上昇に伴い利払費が急増し、そのために国債を増発するようなこととなれば、市場の信認がさらに揺らぎ、国債発行に当たって追加
のリスクプレミアム（国債金利上乗せ）を求められることになりかねない。そうなれば、財政運営に支障を来すおそれがあるほか、我が国
の事業会社や金融機関などの資金調達にも悪影響を及ぼし得る。また、有事において機動的な対応ができるようにするためにも、常に
財政余力を確保していくことが求められる。

・ 令和６年度予算については、財政健全化目標の達成に向けた道筋を示し、経済・財政運営に対する市場の信認を確保するとの覚悟
を持って編成に臨むことが求められる。物価・金利動向など我が国の経済の現況に鑑みれば、今がまさに財政健全化に軸足を移すべ
き時であり、この機会を逃してはならない。

 
 
  

概 要 

 

 （参考１） 
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３．防衛
・優先順位を付けた上で合理化・効率化を徹底しつつ、「防衛力整備計画」で定められた43兆円程度を最大限効率的に活用し、防
衛力強化を進めていく必要。防衛関係費は、長期にわたる防衛力を支える継続的な予算であり、安定財源の確保が不可欠。
・内外の物価上昇や為替の減価によって装備品等の単価が上昇する中で必要な防衛力を確保するためにも、価格低減等に努める必
要。
・ライフサイクルコストを通じたプロジェクト管理について、実効的なコスト抑制につながるよう、運用改善やガバナンス強化等が必要。

４．外交
・我が国が直面している厳しい国際情勢に機動的かつ的確に対応するため、有力な外交ツールであるODAについても、より戦略的・効
果的に活用されるべき。
・その際には、諸外国における抜本的な見直しの例も参照しつつ、資金を優先順位付けして戦略的に有効活用する取組や民間資金
との効果的な連携等を一層図っていくべき。

５．文教・科学技術
・義務教育について、日本全体で人手不足が問題となる中、教職の魅力を高めることで教員の「質」の確保を図りつつ、 「働き方改
革」の徹底やICTの活用等により、「数」に頼らない持続的・効率的な学校運営を図っていくべき。
・高等教育について、少子化が進み大学の経営環境が厳しくなる中、経営の健全化に資する定員規模の適正化等を、予算のメリハ
リ付けの強化を通じて進めていくべき。
・科学技術について、若手研究者の活躍機会の確保に向けて、硬直的な人事制度や研究費等の配分方法の柔軟化を図るとともに、
博士人材のキャリアパスの複線化を促すべき。

６．社会資本整備
・近年、防災・減災、国土強靭化等のために公共事業の予算規模が増加しているが、インフラの整備水準の大幅な向上や、建設業
の労働需給が逼迫している点なども踏まえ、公共投資の適切な規模を見極める必要。
・国土強靱化に向けた今後のハード整備は、人口減少を見据えて将来世代にも受益が及ぶ事業へ重点化させることや、災害リスクエ
リアに新築を促さない仕組み・規制や実効的なコンパクトシティ政策等と組合わせることで、防災・減災効果をより効率的に高める必
要。

Ⅱ：各論

Ⅱ：各論

１．社会保障
・ 能力に応じて負担し、必要に応じて給付し、持続可能な制度を次世代に伝える「全世代型」への制度改革が必要。
（少子化対策）
・ 「こども未来戦略方針」に基づき、安定した財源を確保した上で着実に実施すべき。具体的には、徹底した歳出改革等を行い、実
質的に追加負担を生じさせないことを目指す。歳出改革等による財源確保、経済社会の基盤強化を行う中で、支援金制度を構築
する。

（報酬改定：医療・介護・障害）
・ 高齢化等による国民負担率の上昇に歯止めをかけることが必要。
ｰ 約２万２千の医療法人を対象に実施した財務省の機動的調査で判明した診療所の極めて良好な直近の経営状況（2022
年度経常利益率8.8％）等を踏まえ、診療所の報酬単価を適正化すること等により、現場従事者の処遇改善等の課題に対応し
つつ診療報酬本体をマイナス改定とすることが適当
ｰ 診療所の報酬単価については、経常利益率が全産業やサービス産業（経常利益率3.1～3.4％）と比較して同程度となるよう、

5.5％程度引き下げる。これにより、保険料負担は年間2,400億円程度軽減（現役世代の保険料率で▲0.1％相当。年収
500万円の場合、年間５千円相当の軽減）
その上で、現場従事者の処遇改善に向けて、毎年生じる単価増・収入増を原資とすることを基本としつつ、利益剰余金の活用、
強化される賃上げ税制の活用、その他賃上げ実績に応じた報酬上の加算措置を検討すべき。

・ 介護分野の職場環境の改善・生産性向上等に取り組むべき。
（改革工程）
・ 全世代型社会保障に向けた改革について、医療提供体制、保険給付範囲の在り方、能力に応じた負担の観点から検討が必要。

２．地方財政
・一般財源総額実質同水準ルールを着実に実施し、引き続き歳出改革等の努力を行っていくことが必要。
・自治体ＤＸを通じた業務効率化・歳出削減を推進するとともに、経費の削減効果について地方財政計画にも反映させるべき。
・こども・子育て政策の強化について、既存施策との関係整理や枠計上経費の組み替えによる財源確保も検討すべき。
・近年の地方税収等の増収傾向などを踏まえれば、当初計画にない財政需要について、まずは地方公共団体が基金の活用等によっ
て対応することを検討すべき。
・ふるさと納税に関する折半ルール適用や地方財政計画への計上の在り方について検討を進めるべき。
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７．農林水産
・農業政策の構造転換を進めるべく、「生産面」において、水活交付金及び収入保険などセーフティネットについて、生産性向上や需要
に応じた生産の推進、制度の持続可能性の観点から必要な見直しを行うべき。
・「生産基盤」である担い手について、法人経営体の増加や規模拡大、雇用就農を推進する観点から、制度面も含めた労働環境の改
善が必要。また、サービス事業体の育成などスマート技術の実装、効率的な活用を進めるべき。

８．国内投資・中小企業
・GX・DX等の成長分野への投資拡大に向けた取組は重要。民間資金を活用するとともに、インフレ懸念にも留意しながら進めていく
必要。GX分野では、財源を含めた長期的な戦略フレームワークが明確化。DX分野である半導体等についても、諸外国の支援手
法（投融資等）も参考にしつつ、必要な財源と一体で、中長期的な戦略を描くべき。
・新型コロナが５類感染症に移行したいま、新型コロナ対応のために措置された補助金や金融支援については、事業者の状況を見き
わめながら不断に見直し、早期に中小企業対策費全体を正常化する必要。

９．デジタル
・政府のシステム予算について、デジタル庁が統括監理や一括計上の枠組みを用いて、更なる効率化やコスト削減に努めるとともに、
予算の総額をコントロールするための目標を設定する必要。
・地方公共団体のガバメントクラウド活用について、コスト削減に向けた検討をデジタル庁がさらに進めるとともに、その削減効果やコス
ト削減以外のメリットをわかりやすく示し、地方公共団体がガバメントクラウドを利用する合理性を丁寧に説明していくべき。

１０．地方創生
・地域の「稼ぐ力」「地域の総合力」「民の知見を引き出す」観点から先導性の高い地方公共団体の取組を支援していくため、地方創生
関係交付金の実効性を高める枠組みに改め、地方創生に向けた支援の改善・強化を図るべき。

１１．国家公務員等の旅費制度の改正
・国内外の社会情勢の変化に対応できるものとするとともに、国家公務員の働き方改革に資する事務負担軽減や業務環境の改善を
図るため、令和６年の通常国会に旅費法改正法案を提出すべき。

Ⅱ：各論
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「2024 年度衛生医療評議会 組合員アンケート調査」 
ご協力のお願い 

日頃より、自治労運動へのご理解・ご協力に感謝申し上げます。 

 

自治労・衛生医療評議会では、この間、3回にわたり組合員アンケートを実施し、現場職員の

実状は、各種メディアや国会で取り上げられるなど、大きな反響を呼びました。今年度につき

ましても、同様の趣旨でアンケートを実施し、保健衛生職場や医療現場の今の課題（過重労働

や労働基準違反、メンタルヘルスの実態等）を訴えてまいりたいと存じます。 

 

アンケート結果は、自治労ホームページや 2024 年 2 月 23 日に開催の「地域医療セミナー」に

おいてご報告させていただく予定です。 

なお、本調査はオンラインにて実施し、ご回答いただいた内容は統計的に処理し、個人や施設

等が特定される形で公表することは一切ありません。皆様のご協力をお願いいたします。 

お問い合わせ；自治労本部総合政治政策局 衛生医療評議会（平山、蓮見） 
℡；03-3263-0622 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ；hasumi@jichiro.gr.jp 

アンケート調査への回答の仕方 

① 右記の QR コードをスマートフォンなどで読み
取ってください。 

② 対象：自治労に加盟する保健衛生・医療職場で働
く組合員です。お 1 人、1 回答でお願いします。 

③ 回答の所要時間：5 分程度 
④ アンケート調査を最後まで回答して、送信ボタ

ンを押したら回答終了です。 
 

WEB アンケートの期限  第一次集約期限  2023 年 12 月 28 日 
                最終期限  2024 年 1 月 20 日 9 時まで 

ＱＲコードをスマートフォンなど 

で読みとって、Webアンケートに 

アクセスして下さい。 

－ 286 －



 
 

 
2023 年 11 月 

全日本自治団体労働組合（自治労） 
総合政治政策局・衛生医療評議会、総合組織局・県職共闘 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

「2024 年度 衛生医療評議会 薬剤師の処遇に関する
施設アンケート調査」ご協力のお願い 

 

  日頃より、自治労運動へのご理解・ご協力に感謝申し上げます。 

 

  自治労・衛生医療評議会では、薬剤師の人員不足と採用困難な状況を踏まえ、薬剤師の賃金 

  や手当など処遇に関するＷｅｂアンケートを実施することといたしました。 

調査趣旨にご賛同いただき、ご協力いただけますようお願いいたします。 

 

ご回答は 1 施設 1 回答でお願いします。 

なお、本調査はオンラインにて実施し、ご回答いただいた内容は統計的に処理し、個人や施設等 

が特定される形で公表することは一切ありません。皆様のご協力をお願いいたします。アンケー 

ト結果は 2024 年 2 月 23 日に開催する「地域医療セミナー」でご報告させていただく予定です。 

お問い合わせ；自治労総合政治政策局 衛生医療評議会 （平山、蓮見） 
 ℡；03-3263-0622 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ；hasumi@jichiro.gr.jp 

ＱＲコードをスマートフォンなど 

で読みとって、Webアンケートに 

アクセスして下さい。 

アンケート調査への回答の仕方 

① 右記の QR コードをスマートフォンなどで読み
取ってください。 

② 対象：自治労に加盟する医療施設です。 
1 施設、1 回答でお願いします。 

③ 回答の所要時間：10 分程度 
④ アンケート調査を最後まで回答して、送信ボタ

ンを押したら回答終了です。 

WEB アンケートの期限  第一次集約期限  2023 年 12 月 28 日 
                最終期限  2024 年 1 月 20 日 9 時まで 
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